























出　身 国有単位 集団所有単位 高校卒業 民営企業 農　　民 無　　職 その他 合　　計
管理者 36．4 17．6 3．6 8．1 18．0 13．3 2B 100．0
技術者 38．9 18．0 8．1 7．4 14．4 9．7 3．5 100．0




iの仕入先国有企業 正式交易市場 私営企業 そ　の　他 合　　　　計






































購入ルート 国家計画 正式交易市場 人的関係の利用 賄賂による依頼 合　　　計
企業数（％） 1．8 63．4 17．3 17．5 100．0
東　　　部 1．3 632 19．3 16．1 10α0???
中　　部 3．2 64．4 9．9 225 100．0
西　　　部 2．1 63．3 18．1 16．5 100．0
工　　業 1．7 61．7 19．3 17．3 100．0
建築業 2．9 60．0 11．4 25．7 100．0
交通運輸業 4．0 640 8．0 24．0 100．0
商　　業 1．6 59．8 19．3 19．3 100．0
?????????
飲食：業 1．1 83．9 69 8．0 100．0
サービス業 7．8 62．5 10．9 18．8 100．0
修理業 0．0 63．4 22．0 14．6 100．0
科技コンサ
泣eィング 0．0 72．0 10．0 18．0 100．0





















企業に対する政府の態度 支　　持 一　　　般 不支持 未回答 合　　　計
企　業　数　（％） 68．6 23．5 2．2 5．7 100．0
表65私有企業主の工商管理局の支持に対する評価
企業に対する工商局の態度 支　　持 一　　　般 不支持 未回答 合　　　計




企業に対する管理部門の態度 支　　持 一　　　般 不支持 未回答 合　　計
税　　　務　　　局 62．0 29．5 4．4 4．1 100．0
公　　　安　　　局 44．0 34．3 32 18．5 100．0
環　　境　　保　　護 30．0 34．4 3．0 32．5 10α0
品　質　　監　　督 39．2 27．4 1．9 31．6 ・100．0
物　　価　　監　　督 33．3 27．8 23 36．6 100．0
衛　　生　　防　　疫 30．0 24．5 2．2 43．3 100．0
1税　　　　　　　関 1α2 9．6 0．9 79．3 100．0
新聞出版管理 32．1 11．1 0．6 55．5 100．0
人　　事　　管　　理 18．4 13．1 1．6 66．8 100．0


























第一目的 78．8 6．2 4．5 3．3 3ユ 3．0 1．1
第二目的 7．6 36．5 16．7 14．5 17．9 5．4 1．5
第三目的 6．0 109 20．5 16．7 27．1 17．8 1．0
合　　計① 92．4 53．6 41．7 34．5 48．1 26．2 3．5
順　　位 1 2 4 5 3 6 7
①寄付の目的は一つだけではないので，数．字の和は100％を超える。
　　　　　　　表68　私有企業の最近の営業停止の原因
営業停止の原因 資金不足 政策の制約 行政処罰 経営不良 その他 合　　計
企業数（％） 39．6 20．1 2．4 9．1 28．7 100．0
表69私有企業の生産経営困難の内容と原因 （企業数％）
困難の二度 困　　難　　の　　原　　因





原材料仕入れ 22．4 3．4 4．2 1．3 15．6 3．8 4．2
生産用　水 6．6 2．0 1．5 2．6 0．6 09 2．5
生産　用　電 15．9 39 4．2 4．6 1．6 0．9 5．4
経営場所 25．2 19．7 18．7 7．0 5．7 8．2 4．7
技術者招膀 19．3 43 8ユ 1．0 6．9 4．9 2．4
製品　販売 25．0 20 3．3 1．2 18．5 2．7 2．6





















































































家　　庭　　別 1人 2人3人 4人5人6人7人8　人　以　上 合計
人riセンサス家庭（％） 6．3 11．1 23．7 25．817．7 8．4 39 3．1 100．0

















































ﾆ屋面積（平方米） 20以上 20～50 50～100～200200～5005 0以上合計
中央値
i平方米）
都　　市　　部 2．4 147 21．9 23．5 24．2 13．3 100．0 148．1
農　　　　村 0．0 6．8 21．1 33．1 24．8 14．3 100．0 166B
東部地　区 1．4 15．0 223 25．8 249 10．6 100．0 143．8???
中部地　区 2．5 11．4 21．1 22．4 22．4 20．3 100．0 167．0















大都市 45．3 3．1 6．7 11．4 13．4 9．4 10．6 100．0 6．2 33．8
中都市 32．7 6．1 12．4 11．7 17．8 7．3 12．0 10α0 9．5 25．8
?????
小都市 12．5 13．613．3 19．0 19．8 11．00．8 100．0 15．6 189
?
7．1 17．2 13．8 19．722．6 12．1 7．5 100．0 16．0 17．8
農　村 7．1 28．2 17．9 17．315．4 6．4 7．7 100．0 9．1 10．2
東部地区 24．0 10．610．3 14．3 19．4 11．1 10．3100．0 13．6 24．4???
中部地区 16．3 12．9 15．6 18．4 18．07．8 10．9 100．0 12．8 17．3




































@　（万元） 0 1以下 1～2 2～5 5～1010～5050以一ヒ 合計
企業主数（％） 54．9 5．9 8．2 12．2 7．5 8．7 2．5 100．0
表74私有企業主の年末の個人貯蓄残高（1992年末）
貯蓄残高
i万元） 1以下 1～2 2～5 5～10 10～20 20～5050～100100以上未回答 合計
企業罪
煤i％） 4．1 7．7 13．8 8．9 6．4 3．4 1．0 LO 539 100．0
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表75私有企業主の年末の耐久消費財所有量（1992年末）
耐久消費財の種類 カラーテレビ ビ　デ　オ カ　メ　ラ ステレオ エアコン
100戸あたりの保有量（台） 136 76 20 45 63
































東　　部 α7 20．9 25．018．9 19．3 99 4．0 1．5 100．059．0???
中　　部 0．4 24．6 25．4 16．2 15．8 1L4 4．8 1．3 100．049．5
西　　部 α6 25929．1 20．3 133 ＆2 L3 13 100．044．2
大都市 0．5 21．9 31．4 15．7 13．8 7．6 乳1 1．9 100．046．4
中働　市 0．0 22．5 22．518．4 19．7 11．1 4．8 1．0 100．063．6
?????
小都市 0．7 21．7 28．317．7 16．3 11．0 2．7 1．7 100．049．3?
2．1 17．8 23．8 23．8 20．5 8．6 2．2 1．1 100．062．5
農　　村 0．0 29β 18．5 17．7 19．4 11．31 6 L6 10α0 54β
単独資本企業 0．5 22．0 25．0 18．0 18．1 10．6 5．1 1．7 100．056．9???
共同経営企業 1．6 34．1 23．819．5 12．4 7．0 1．1 0．5 100．038．0
有限責任会社 0．0 12．7 30．6 18．5 22．5 8．6 5．8 1．2 100．068．1
工　　業 0．5 21．3 25．1 17．9 20．1 9．5 4．0 1．7 100．058．7
建築　業 0．0 21．4 21．417．9 17910．7 10．70．0 100．070．1
交通運輸業 0．0 20．0 15．0 25．0 20．015．0 0．0 5．0 100．080．0
商　　業 0．5 20．3 3α4 22210．1 12．1 3．9 0．5 100．048．8
???????????
飲食業 0．0 28．4 35．1 20．3 5．4 6．8 4．1 0．0 10α038．5
サービス業 3．4 25．9 24．1 13．8 25．9 69 0．0 0．0 100．045．8
修理業 0．0 44．4 19．4 16．7 139 5．6 0．0 α0 100．028．7
科技コンサル
eィング業 0．0 19．1 25．5 14．9 19．1 10．68．5 2．1 100．068．1
そ　の　他 1．9 17313．5 15．4 26915．4 3．8 5．8 100．0 107．1
表77　年齢層別の私有企業主の財産中央値
年齢層（才） 25未満 25～35 35～45 45～55 55以上
財産中央値（万元） 34．9 53．7 48．9 63．0 56．1
表78　学歴水準別の私有企業主の財産中央値
学歴水準 文盲 小学 中学 高校 中等技術学校 中専 大専 大学以上













































































































年総収入（万元） 0～！ 1～2 2へる 5～10 10～20～5050以上合計 中央値（万元）
東　　　部 12．5 13．7 20．9 15．8 16．31α2 10．7 100．0 59???
中　　　部 15．1 14．3 24．5139 14．3 12．7 5．3 100．0 4．5
西　　　部 24．0 17．0 25．7129 11．1 5．8 3．5 100．0 3．1
大　都　市 16．6 12．6 18．4 11．2 11．713．5 16ユ 100．0 6．3
中　都　市 19．1 13ユ 21．4 13．4 16．7 7．7 8．6 100．0 4．5
???????
小　都　市 13．4 14．0 25．7 16．5 16．510．2 4．1 100．0 4．7
鎮 10．9 129243 17．8 16．3 11．4 6．4 10Q．0 5．5
農　　　村 9．6 23．5 19．9169 13．2 7．4 9．6 100．0 4．5
表82学歴水準別の私有企業主の1992年総収入分布
年総収入（万元） 0～1 工～2 2へ6 5～10 10～2020～5050以上合計 中刻直（万殉
文　　　　盲 57．1 7．1 28．6 7．1 0．0 0．0 0．0 100．0 0．9
小　　　　学 21．4 9．5 27．8 14．3 11．979 7．1 100．0 4．1
中　　　　学 11．3 16．9 23．7 16．7 15．89．7 5．9 100．0 4．8
高　　　　校 13．2 15．2 22．6 14．5 16．1 10．67．7 100．0 49
中等技術学校 6．7 16マ 20．0 10．020．0 20．0 6．7 100．0 8．3
中　　　　専 20．2 15．513．1 14．3 14．3 11．9 10．7100．0 5．4
大　　　　専 13．3 8．0 24．0 15．3 14．0 10．7147100．0 6．5










月支出（元） 0～500 500～10001000～200020 0へる0005 00～100001 00以上合　計
家庭数（％） 7．9 23．7 28．9 27．8 8．7 3．1 100．0
表84　私有企業主の1992年日常生活費の総収入に占める比率
比　率　（％） ！0未満 10～20 20～50 50～8080以上 合　計 櫛（殉
家庭数（％） 36．5 13．8 27．4 13．5 8．8 100．0 30．0
表85　私有企業主家庭の1992年一人置たり毎月生活費支出
1人あたり月
ｶ活費（元） 200未満 200～300 300～40040 ～500 500～10001 以上合　計
家庭数（％） 248 23．9 14．0 6．8 21．2 9．3 100．0
表86都市農村の私有企業主家庭の一人あたり月生活費支出とその他の住民家庭との比較
家　庭　所　在　地 大　都　市 中　都　市 小　都　市 鎮 農　　　村
私有企業主家庭（元）① 368 362 311 359 203
その他家庭（元）② 152 168 151 129③ 57



































事 服 装 交
?
娯 楽
毎月家庭全体の支出（元） 600 235 300 50
毎月1人あたり支出（元） 125 50






























人数（％） 8．7 0．7 2ユ 1．0 1．1 0．3 79ユ 6．9 100．0
21 75
表89私有企業主の自分の収入に対する評価






































































組織名称 私営企業協会 個人経営労ｭ者①協会工商連合会 同業公会 私営企業家A　誼　会②
参加人数（％） 39．5 399 90．2 9．0 14．0
①一部の地区ではまだ私営企業協会が成立していないので，一部の私有企業主は個人経営
　労働者協会の活動に参加している。
②これは正式な紐織の名称ではなく，当地の主管部門または私営企業協会により組織され
　た，私有企業主の相互関係増進のための団体で，活動は不定期，組織形式も固定せず，
正式な団体ではない。
　7　結　論
　（1）私有企業主は今日の中国大陸の最も裕福な社会集団の一つであり，かれ
らは自らのかなり高い消費水準と独特な生活様式を形成して，その他の集団の
注目を受けている。ただし，かれらの間では，財産規模，収入支出水準などの
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中国最初の本格的な私営企業調査データ（下）
面で差異が非常に大きい。他の集団の反感を引き起こすような見栄を張る消費
もこの集団の全体像を代表できない。
　今後とも，かれらが不断に拡大再生産し，消費を合理的な水準に抑えるよう
奨励すべきである。
　（2）市場経済の発育，成熟に応じて，私有企業主の社会的地位と政治的地位
は高まりつつあり，これはかれらが種々の疑念を無くし，安心して生産を発展
させるのに有利である。私有企業主の自分の経済的地位に対する評価は，その
他の集団のかれらに対する評価と少なからずギャップがある。かれらはその富
の蓄積，自信の強まりに応じて，社会の声望と政治参加を高めようとの要求を
必然的に提出するだろう。特に若い企業主だちがそうだろう。
　（3）私有企業主は自律的な経済組織の設立を要求しており，これについては
十分重視すべきである。社会主義市場経済を基礎にして，多元的な経済主体が
まさに出現しつつあり，政府の経済管理職能は根本的な転換が生じている。業
種公会などの中間組織の出現は，私有企業のあいだ，私有企業とその他の性質
の企業との疎通，協調に有利であり，市場秩序と職業道徳の構築を促進し，社
会の矛盾を緩和し，利益関係を調整するのに有利で，政府と企業とのあいだの
新しい紐帯ともなるだろう。
　（4）私有企業主集団は相互のあいだに有機的連携が欠け，独立の意識形態を
形成しておらず，明確な政治的アピールもなく，組織の要求も主要には経済方
面であって政治面ではない。従って，依然として中間の過度的状態にある。市
場経済を発展させる新しい状況のもとで如何にして私有企業主とその他の社会
集団の利益関係を協調させ，異なる集団のあいだの相互の連携を絶えず調達し，
四つの現代化建設の一致した目標のもとで新たな社会構造を構築するかは，不
断に解決しなければならない大問題である。
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四　引き続いて深く入って私有企業と企業主に関する調査研究活動を
　　展開しよう
　長年来，私有企業の数と規模については終始分かるような分からないような
状態で，真相は不明であった。市場経済の急速な発展により，私有企業の成長
における新たな問題も次々と出現し，このようなダイナミックな変化のなかに
ある社会一経済現象に対して調査研究活動をいっそう深く入って行わねばなら
ない。現在次のようないくつかの間題を一歩進んで明らかにすべきである。
1　私有企業の数量。歴史的原因により，多数の私有企業は終始個人経営企業
　から分かれて出てきているわけではなく，まだ集団所有企業の「看板を掲げ
　る」のも存在しており，「偽の集団所有，真の私有」企業が形成された。近年
　また，政府経営の「看板を掲げる」会社または「偽合弁」企業などの現象が
　出現している。従って，調査研究を通して私有企業の本当の状況を具体的に
　分析しなければならない。
2　私有企業の規模。すでに登記した私有企業の登録資金と実際使用資金との
　差異は大きく，生産額営業面も実際のところは分からない。数と規模の二
　つの面で問題があるために，私有企業の実際力量についても，各種経済成分
　に占ある比率についても的確に把握するのが困難で，大いに低く評価される
　恐れがあり，そのために，政策の制定，日常の管理に偏向が生じている。
3　大型私有企業の発展メカニズム。サンプル調査を典型調査と結びつけて，
　私有企業の急速な発展の内部的動因，外部環境およびその結果を究明しなけ
　ればならない。
付記＝
　本調査報告は国家社会科学基金援助の重点課題《中国私有企業主階層研究》の段階的
な成果の一つである。
　今回調査の学術指導：陸学藝，李定
　課題責任者：張網義，葬遠州
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課題主要メンバー二陳斗仁，李路路，戴建中，黄平，石秀印，許宏業，朱又紅胡甫昌，
　　　　　　　　　張金喜，白素明
調査方法案と質問票の設計：李路路，戴建中，黄平，沈原，石秀印，彰沼清
調査実施者＝全国各省，市，自治区工商連合会研究室
データ処理＝戚培徳，楊亦平
本報告執筆：戴建中
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　［1993年12月．北京］
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（川　井伸　一　　1沢）
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